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基本方針１　協働によるまちづくりの推進

1

1-1-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

1-1-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

市民活動課

協働推進事業の推進

　協働の意識を高めるための「みんなで協働のまちづくりシ
ンポジウム」，協働により市民ができる実践活動について協
議する「協働のまちづくりワークショップ」，市職員の協働
に対する意識改革を目指す職員研修，更には，市民活動団体
の自主的なまちづくり活動を支援する「協働のまちづくり
ファンド(ソフト）事業」などを実施し，協働を一層推進す
る。

・協働の意識啓発
・地域活動の促進
・地域における人材の育成

協働によるまちづくりの推進

市民の参画と協働の推進

行政経営課

審議会等委員の公募の拡充

　市民等からの意見を行政に反映させ，協働によるまちづく
りを推進させるため，「土浦市審議会等の設置及び運営に関
する指針」並びに「土浦市審議会等委員公募要項」に基づ
き，各附属機関や審議会等の委員会改選時には，積極的な市
民公募委員の募集及び登用をはかる。
　（公募委員採用の審議会数：平成27年度現在４審議会）

・目標：平成30年度までに市民委員を公募した審議会数を７
とする。
・効果：市民への市民参画を図ることにより，市民目線の考
え方を取り入れた市政運営を可能とする。

当初
計画

当初
計画

　委員切替時の公募委員採用の働きかけを続け，平成30年度
までに公募委員起用の審議会数を７とする。

No.

基本方針　１

改革の項目

推 進 項 目

内 容

目 標 ・ 効 果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

　シンポジウムは幅広い協働の取組の紹介に努め，ワーク
ショップでは市が市民と協働で解決したい地域課題をテーマ
に設定することで，協働推進事業として充実を図る。

1



基本方針１　協働によるまちづくりの推進

1-1-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

1-1-④ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

生涯学習課

学校支援ボランティアの育成

　県内でも３番目に外国人籍児童生徒が多い土浦市の小・中
学校には，親の都合による転入学等により，日本語を理解で
きない状態の児童生徒が多く在学しており，学校としても対
応に苦慮する場面も存在している。これらの児童生徒が在籍
する学校の学習支援を行うため，市民等から日本語学習支援
を行うボランティアを募集し育成する。

・低学年のうちから児童・生徒1人に対してボランティア1人が対応
　※希望校が増加しているため，対応に必要なボランティアを確保する
　（平成27年度支援校：小学校５校，中学校5校，
　　対象児童生徒数43名，ボランティア登録数：53人）

当初
計画

当初
計画

内 容

目標 ・ 効 果

　ボランティア派遣を希望する学校，対象となる児童・生徒
が増えている。また，ボランティアには高齢の方も多くなっ
ている。そのため，新旧交代を含め，平成30年度までに総登
録者数61名を目標に増員を目指す。
　ホームページやチラシなどの広報活動だけでなく，市民活
動課主催の｢初級日本語ボランティア養成講座」でも事業説
明・募集を行っている。

　平成２６年度より事業開始。概ね１０年を目途に基金を活
用して歴史的景観の創出、地域の活性化をすすめていく。
また、対象事業や対象区域の見直し等についても検討してい
く。

都市計画課

土浦市協働のまちづくりファンド事業の推進

・「ハード事業」
　市民団体の発想による「市民提案事業」と，景観形成重点
地区における景観整備事業である「景観形成事業」から成
り，市民団体等が行うまちづくり活動に伴う施設等の新設，
改修，保全等に対し助成を行う。
・「ソフト事業」
　公共的，公益的な事業で，地域活性化や地域課題の解決に
向けて取組む新たな事業（「市民提案事業」）

・市民及び市民団体，NPOなどの事業者と行政とのパート
ナーシップ確立
・それぞれの役割の実践による協働のまちづくりの推進

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

No.

推 進 項 目

2



基本方針１　協働によるまちづくりの推進

2

1-2-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

1-2-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

市民活動と地域活動の促進

市民活動課

市民活動団体支援事業の推進

　市民活動団体を育成するための「ＮＰＯセミナー」，情報
交換によりＮＰＯ法人の運営力向上と，各団体と行政が，連
携・協力し合える環境づくりを目指す「ＮＰＯ法人交流会」
を実施することにより，市民活動の活性化を図る。
　また，市民活動団体がホームページとして活用できる市民
活動情報サイト「こらぼの」を運営し，市民活動への参加の
場の広がりを目指す。

・地域活動の促進
・市民活動団体の育成
・ＮＰＯ法人数　30団体→目標35団体

生活安全課

市民の防犯意識の高揚及び自主防犯組織育成

 安全で安心できる地域社会を実現するため，市民一人ひと
りが地域の防犯に関心を持ち「地域の安全は自分たちで守
る」，「地域の安全は地域で連携して守る」という意識を高
め，自主防犯活動への参加によって地域のコミュニティ活動
の活性化を図り，地域における犯罪抑止力を高める。

（自主防犯組織の結成状況：平成27年度現在171町内のうち
167町内においてパトロール隊を組織）

　地域の自主的な活動を軸に，行政や警察等が一体となった協働
による防犯対策を推進することで，犯罪が発生しにくく市民が犯
罪の不安を感じることの少ないまちづくりを図る。

　NPOセミナーで法人立ち上げから継続して運営していくた
めのノウハウを学んだ参加者が，NPO法人交流会を通し，実
際に活動している団体とのネットワークを構築し，法人数の
増を目指す。

　市民の自主性を尊重しつつ，「人的支援」「物的支援」
「情報提供」「教育・啓発」を継続的に推進し活動を促す。
・全町内会における自主防犯組織の結成
・防犯パトロール研修会，防犯教室の実施
・市民集会，パレード等の開催
・地域安全情報の提供

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

当初
計画

当初
計画

3



基本方針１　協働によるまちづくりの推進

1-2-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3

1-3-① 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

政策企画課

土浦市シティプロモーション事業の推進

　シティプロモーション戦略プランに基づき，土浦市の魅力
を市内外に広くPRする「つちうらのまちのホームページ」を
構築，市民自らがまちの魅力情報を発信する。

・交流人口・定住人口の増加
・地域経済の活性化

・マガジン（ＰＲ誌）の作成
・専用ホームページの充実
・市民レポーターの拡充
・ＳＮＳ講座の開催

情報発信の強化

都市計画課

まちなか定住促進事業の推進

　中心市街地エリアの居住人口を増加させることにより、ま
ちなかの活力とにぎわいの再生を図るため、土浦市中心市街
地活性化基本計画に基づき、「まちなか定住促進事業」を推
進する。

目標値：中心市街地人口　8,443人（平成30年）
※中心市街地活性化基本計画の計画期間である平成30年度まで事
業実施予定。（家賃補助については最大3年間の補助のため，平成
32年度まで見込んでいる。）

　まちなか住宅建替え・購入補助及びまちなか賃貸住宅家賃
補助を実施することで、まちなかへの定住を促進し、平成30
年度までに中心市街地人口を8,443人に増加させる。
　（H26年10月現在　7,700人）

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

当初
計画

当初
計画

改革の項目

No.

4



基本方針１　協働によるまちづくりの推進

1-3-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

1-3-③ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

政策企画課

ふるさと土浦応援寄付事業の推進

　ふるさと納税制度において，寄付者に対し特産品等を返礼
品として送ることにより，寄付件数と寄付金額を増やし，財
源確保を図るとともに，地元特産品等を広くPRし，新たな販
路拡大など地域の活性化を目指す。

返礼品の充実を図ることにより地元特産品のＰＲ効果を促進
させる。

寄付件数及び金額の増加
（H26年度　1,060千円　→　150,000千円/年）
地元特産品数の増加
（55品→70品）

当初
計画

実施（5→8校に拡大）

実施（8→10校に拡大）

実施（10→12校に拡大）

文化課

学芸員による郷土教育の推進

　博物館等の資料収集や市学芸員の調査研究の成果を情報発信す
る取組みとして，小中学校での総合学習・社会科授業での出前授
業や協働による調べ学習などを実施していく。教職員との連携強
化を図り，土浦市の将来を担う子ども達に，自分たちの町を知っ
てもらい，郷土愛を育む契機とする。
　平成27年度は試行的に5校に対して実施しているが，平成28年度
以降は体系的かつ計画的に実施することで，実施校を増やしてい
く。

・学校教育と博物館活動との連携強化
・博物館活動の成果を発信
・市民（子どもたち）ニーズの把握
・地域の特性を知り，子ども達の郷土愛を育む

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果
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基本方針１　協働によるまちづくりの推進

1-3-④ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

1-3-⑤ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

上高津貝塚ふるさと歴史の広場

考古資料の公開推進

　発掘調査などで得られた考古資料は国民共有の財産であ
り、地域の歴史解明のための重要なものである。収蔵する考
古資料について展示等で公開しているが，更なる生涯学習の
推進や利用促進を図るため，収蔵資料をはじめ遺跡の紹介，
調査研究の成果などＨＰ上で公開し，情報発信の拡充に努め
る。ＨＰでの公開は，月1回程度とする。

・「（仮）土浦の考古学」として月1回程度，ＨＰにて公開する。
アクセス数は月200件を目標とする。
・考古資料の公開を進めることにより、上高津貝塚ふるさと歴史
の広場の利用促進と、生涯学習の推進を図ることができる。

目標 ・ 効 果

No.

考古資料や研究成果について，月１回程度ＨＰにて公開

博物館

博物館収蔵資料の公開推進

博物館の収蔵資料については季節ごとに展示替え（年4回）
を行い，より多くの資料の公開に努めている。また，ＨＰ上
の「展示室だより」では，展示替えにあわせて，毎回見どこ
ろとなる資料を紹介している。さらなる公開促進を図るた
め，HP上の「主な展示資料」に写真や解説を掲載し，資料の
公開と情報発信に努める。
※紹介資料４点（古代・中世・近世・近代　各１点）×４回
（展示替え）＝16点

・博物館収蔵資料の公開促進
・HPでの情報発信の強化
・博物館の利用推進

当初
計画

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効 果

　季節展示ごとに年４回発行の「展示室だより」で紹介する
各時代の資料について，関連資料１点（計４点）の写真・解
説を掲示する。

推 進 項 目

内 容

No.
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

1

2-1-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2-1-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

持続可能な財政運営の確立

効率的・効果的な歳出構造の構築

財政課

経常経費増加の抑制

　庁舎移転による施設維持管理費の増や，扶助費・公債費の
増などにより経常経費の増加が見込まれる中で，これまで枠
配分方式により各部へ配分してきた全ての経常経費を見直す
ことにより，枠配分額の適正化を図るとともに，既存の全事
業を０ベースで捉え，大胆な事業のスクラップを実施するこ
とにより，経常経費の増加を抑制する。

経常経費総額：平成27年度水準（394億円）を維持する

当初
計画

当初
計画

基本方針　２

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

財政課

長期財政見通しの作成・公表

　3ヵ年財政フレームによる経常経費，3ヵ年事業実施計画に
よる政策経費の短期見込みに加え，平成27年度に作成した，
平成28年度から平成40年度まで（13年間）の長期財政見通し
を基に，毎年見直しを行い，最新の財政見通しを市民に公表
する。

　長期的な視点に立った持続可能な行政運営を行う上での指
針とするほか，市民に公表することにより，財政状況を踏ま
えた市政のあり方を考える契機とする。

内 容

目 標 ・ 効 果

　長期財政見通しと財政運営の基本的な考え方，及び各年度
の予算編成方針に基づき，継続して実施する。

　公表済の財政見通しを基に，各年度の収支を反映しなが
ら，毎年の見直し・公表を行う。
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-1-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2-1-④ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

  福祉手当の見直し実施（平成２８年度中に実施予定）

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

当初
計画

　・温室効果ガス排出量を平成22年度比9%削減
　・エネルギー消費原単位を前年度比1%以上削減

環境保全課
環境マネジメントシステムの推進による温室効果ガス
及びエネルギー消費原単位の削減に伴うコスト削減

　低炭素，循環型社会の構築を目指し，市が環境マネジメン
トシステムを推進することで，事務事業における温室効果ガ
ス及びエネルギー消費原単位の削減が図れることに加え，行
政運営の効率化とコスト削減が図れる。
　具体的な施策としては，「つーチャンＥＭＳ」事業の実施
により，「土浦市役所環境保全率先実行計画」及び「省エネ
法」で定められた目標を達成する。

・「土浦市役所環境保全率先実行計画」の温室効果ガスの削減目標
　　平成28年度に平成22年度比9%の削減
・「省エネ法」で義務付けられたエネルギー消費原単位の削減目標
　　毎年前年度比1%以上の削減

　・温室効果ガス排出量は第4期計画により決定
　・エネルギー消費原単位を前年度比1%以上削減

障害福祉課

心身障害者(児）福祉手当の見直し

　本手当の目的は，障害者の生活支援である。障害者手帳交付者
数が年々増加しており，特に高齢者人口の増加とともに，６５歳
以上の人が全体の半数以上になっている。　平成２７年度，６５
歳以上を対象とする介護保険制度では，費用負担の公平性から，
低所得者の保険料軽減を拡充するとともに，一定所得以上の利用
者負担を引き上げた。これを踏まえ，本手当についても，年齢構
成の現状から，年齢区分や障害者世帯の住民税の課税状況などを
加えた検討を進めている。

福祉手当の適正化
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-1-⑤ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2

2-2-① 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

管財課・行政経営課

債権の整理及び管理の推進

市税等の税債権以外の金銭債権（金銭の支払いを求める債
権）の回収を進めるため，各課の保有する金銭債権を整理
し，各課にて債権の種類ごとの回収方針を定める。

・債権管理条例の制定検討
・各債権についての回収方針の策定及び回収の推進

　方針に則って回収計画策定，回収率目標の設定

　債権管理条例の制定検討
　各課回収計画の推進

　各課債権の状況取りまとめ，債権ごと方針作成

当初
計画

歳入の確保改革の項目

　平成28年度医療費の21,590千円削減を目指す。年4,500通
(1,500通×3回)の通知を行う予定。
　平成29年度以降については，平成28年度までの結果等を踏
まえ実施方法について検討を進めていく。

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

国保年金課

ジェネリック医薬品利用差額通知事業の実施

　国民健康保険加入者に対し，ジェネリック医薬品に変更し
た場合の医療費の軽減額が設定した金額以上になる対象者を
絞り込み，軽減可能額が高額な人を優先して差額通知を発送
する。
　通知後の医療費削減効果額，切替人数，ジェネリック普及
率などの効果測定を実施する。

平成２８年度年間想定効果額　63,210,078円（医療費総額）
　63,210,078円×0.7（保険者負担分を7割として）×50％（公費【国・県】負担
分減額）＝22,123,527円（保険者負担分）
　22,123,527円－533,000円（市負担歳出額）＝21,590,527円の削減効果
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-2-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2-2-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

　見直し基準（原案）の作成
　有識者会議の開催準備

　有識者会議の開催
　使用料見直し実施

　使用料見直し実施

財政課

公共施設使用料等のあり方の見直し

　公共施設使用料等のあり方や金額について，施設運営コス
トの賄い率や受益者負担の公平性の観点から，有識者等で構
成する会議で検討し，適正化を図る。

法令等で定めのある使用料等以外の全てを見直し（見直し率
100%）

　既存広告事業の拡充と新規媒体の開拓
　　　　　　　　　　　　　（平成３０年度までに５媒体）
　※参考　平成２８年度
　　　　川口運動公園野球場にネーミングライツ募集予定

広報広聴課

広告事業の拡大

　広告媒体として活用できる市有財産を新たに開拓し，有料
広告を掲載することで歳入の確保を図る。

・広告料収入の確保
　（平成30年度までに新たに5媒体を開拓
　　※平成27年12月1日現在：２１媒体）

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-2-④ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2-2-⑤ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

納税課

市税等の徴収強化

　税負担の公平性の確保及び安定した行政サービスを提供す
るため，各種の収納強化対策及び収納機会の拡大等により市
税等の自主財源の確保を図る。
　※平成26年度末時点
　　　徴収率：91％
　　　滞納額：19.7億円

収納率の向上及び滞納繰越額の縮減

管財課

公有地の有効活用

市有財産の中で低・未利用となっている土地の有効活用を推
進し，市で活用のない場合には売却や有償貸付を促進するこ
とで，管理費用の削減と自主財源の確保に努める。

３年間に普通財産としての土地１５件の売却

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

　現年度の収納対策の強化により収納率の向上と翌年度への
滞納繰越額の縮減を図る。

当初
計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

売却可能な未利用普通財産地の抽出

公募売却の実施
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-2-⑥ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3

2-3-① 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

当初
計画

　基金造成及び積立てを実施

　積立てを実施

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

経営健全化への取組み

財政課

（仮称）公共施設整備基金の造成

　（仮称）公共施設整備基金を造成し，計画的な積立てを行
うことにより，公共施設の大量更新時期における更新・統廃
合・長寿命化に係る財政負担を軽減・平準化する。

　公共施設等総合管理計画の策定に合わせ，平成28年度に基
金を造成し，以後毎年3億円の積立てを行う。

商工観光課

企業誘致の推進

　茨城県や関係機関と連携し，県主催の工業団地の説明会や
産業技術展示会等において，本市の工業団地の地理的優位性
及び優遇制度のＰＲを積極的に行い，優良企業の立地を促進
することによって，産業の活性化と雇用機会の創出を図る。
また，企業立地促進奨励金交付対象地域を市街化区域やイン
ターチェンジ周辺へ拡大し，積極的に市内への企業の立地促
進を図る。

・企業誘致の促進（土浦おおつ野ヒルズ　残区画４→完売）
・産業の活性化
・雇用の確保

　用地の紹介や奨励金制度の周知を行い，平成30年度までに
土浦おおつ野ヒルズの区画を完売させる。また，新たに奨励
金対象地域となった市街化区域・インターチェンジ周辺の地
域については，積極的なＰＲ活動を行い，企業の誘致を進め
る。

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果
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基本方針２　持続可能な財政運営の確立

2-3-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

　複式簿記・発生主義により作成する財務書類等を活用し，
ストック・フロー両面から市全体での資産・負債・経営状況
を把握するとともに，施設別・事業別のセグメント分析によ
り，ランニングコストを踏まえた施設建設の検討や，統一的
な基準による財務書類の作成による他団体との比較分析な
ど，財務書類を予算編成に活用する。

　平成27年度決算から統一的な財務書類を作成し，他団体と
の比較・分析を行う。平成30年度予算編成から，具体的な分
析結果等を反映させる。

当初
計画

　統一的な基準による財務書類の作成

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

　財務書類の分析及び予算編成へ活用を実施

財政課

財務書類等の予算編成への活用
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

1

3-1-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-1-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

効率的・効果的な行政運営の確立

行政運営の効率化

行政経営課

行政評価の推進

　事務事業の担当課が自ら行政評価を行うことで，事務事業
の本質を再認識するとともに，効率性・有効性・目的妥当性
を検証し，その結果を反映させる。平成26年度実施の事務事
業総点検の結果に基づき，統廃合の可能性がある事業につい
て，具体的な今後の方針を定める。
　また，ヒアリングから除外された事業について，引き続き
統廃合等の可能性を検討していく。

　行政評価により事務事業の効率性・有効性を検証し，見直
しを図る。

当初
計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目 標 ・ 効 果

　事業統廃合・簡素化の実施

市民課

コンビニ交付の推進

　平成28年4月1日から開始するコンビニ交付についてＰＲし，利用率の
増を目指す。
※コンビニ交付は，土浦市民が個人番号カードを利用して全国の主要な
コンビニエンスストアの各店舗で住民票，印鑑登録証明書，税証明書を
取得できるもの。利用時間も6:30～23:00と長く，利便性も高い。また，
コンビニ交付手数料を窓口交付より安く設定することにより，コンビニ
交付の利用者が増えれば窓口の混雑緩和や省力化を図ることができるほ
か，コンビニ交付には個人番号カードが必要なため，併せて同カードの
普及にも繋げることができる。

　住民票及び印鑑登録証明書について，全体の発行数に占めるコンビニ交付の割
合の目標値は，H28年度1.5％，H29年度3.0％，H30年度5％とする。
　※　コンビニ交付の割合(%)
　　＝コンビニ交付数/（コンビニ交付数＋窓口交付数＋自動交付機発行数
　　　＋郵便局交付数）×100

　市内のコンビニ及び市関連施設へのポスター掲示，本市ホーム
ページ，広報つちうら，個人番号カード交付時のチラシ配付，本
庁舎1階の民間広告業者モニターによるお知らせ等の方法により，
コンビニ交付のＰＲを進める。

改革の項目

基本方針　３

　事業内容の精査，統廃合可能性の検討
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-1-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-1-④ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

　・対象範囲と費用対効果など先進自治体を参考に検証する
　・入札参加者へ電子入札の環境整備を促す
　・予算の確保（業種拡大に伴う負担費用等）
　等について検討していく

管財課・水道課

入札制度の見直し

　入札制度の透明性・公正性を確保するため，電子入札につ
いて，対象範囲の拡大に向けて検討する。

　※平成26年度入札件数：472件
　　　　　うち電子入札：264件

・入札制度の透明性・公正性の確保

環境衛生課

ごみ処理有料化の導入

　循環型社会形成においてもっとも重要である廃棄物の排出
抑制策の一つとしてごみ処理有料化が挙げられる。その導入
について，排出方法，費用など，減量効果を持続させるため
の総合的施策を検討する。

・一般廃棄物の排出抑制と再生利用の推進による循環型社会の実現
・排出量に応じた費用負担の公平化
・住民のごみに対する意識改革
・財政負担の軽減

　早期導入に向けて，有料化制度設計，関連部局との調整及
び市民説明会の開催などを進めていく。

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-1-⑤ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2

3-2-① 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

水道課

積算システムによる設計書作成業務簡略化

　現在，土浦市の水道管は，耐用年数を超える管が増加している
ため，管の更新工事を行っている。しかし，工事発注に必要な，
設計書作成に要する時間は長く，とても繊細な作業であるため，
現在の発注量では，いずれ更新工事が追い付かない状況になって
しまう。そこで，平成２７年度に試験的に行った積算システムの
運用を円滑に行うことにより，設計書業務にかかる時間を減ら
し，効率をあげることによって，１人当たりの更新工事本数を増
やすことを目的とする。

工事担当職員の担当更新工事数を増加させる
(平成27年度時点の工事本数×1.2)

行政経営課

公共施設等総合管理計画の策定及び推進

　将来にわたって持続可能な行政サービスを維持するため，
長期的な視点から公共施設の更新・統廃合・長寿命化などを
計画的に行うことにより，財政負担を軽減・平準化するとと
もに，公共施設等の適切な維持管理や最適な配置の実現を目
的として，土浦市公共施設等総合管理計画を策定し，計画に
基づく類型別施設の適正化・長寿命化を推進する。

平成28年度に計画を策定，施設分類ごとの計画を着実に推進
し，市の財政負担の軽減を図る。
目標値については計画の中で検討を進める。

公共施設の最適化

　積算システム本導入

　設計書形式、標記統一

　担当更新工事本数を平成27年度比1.2倍に増

　公共施設等総合管理計画の策定

　施設分類ごとの実行計画の検討
　先行計画（長寿命化計画等）の推進
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-2-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-2-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

　擁壁等修繕工事実施 2箇所

道路ストック総点検事業の推進

　道路の老朽化対策として，インフラ施設（道路ストック）
の点検結果に基づき，計画的な予防的修繕を推進することに
より，市民が安心・安全に生活できる交通環境を確保する。

調査・点検で確認された異常箇所等の修繕
　・擁壁・法面　43箇所
　・道路照明灯　18基

　定期点検等により継続監視

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

当初
計画

清掃センター

ごみ焼却施設整備事業の推進

　清掃センターのごみ焼却施設は稼働後23年を経過し老朽化
が進んでいるため、主要設備の更新をすることにより、今後
必要となる整備・補修費等の経費低減を図るとともに、平成
48年度まで安全で安定した処理を継続することを目的として
いる。
　本事業の実施に当たっては、新設する場合と基幹的設備更
新を行う場合での経済比較などを行い、効率的な財政の運用
を図っている。

・ごみ焼却施設の延命化
・焼却能力の向上
・高効率機器の採用による電力使用量及びCO2の削減

道路課

　３号炉更新工事実施

　２号炉更新工事実施

　１号炉更新及び粗大設備部分更新工事実施
　施設寿命の平成48年度までの延長
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-2-④ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-2-⑤ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

　工事実施　189.75m　（進捗率： 46%)

　下水道施設の健全度に関する点検・調査等に基づいた長寿
命化計画により，予防保全的な管理を行う。また，計画的改
築等を行うことで，事故などの未然防止及びライフサイクル
コストの最小化を図る。

平成３０年度までに、計４１０．０１ｍの管路更生

　工事実施　124.16m　 (進捗率：100%）

　工事実施　 96.10m　 (進捗率： 70%)　　

下水道課

下水道長寿命化対策事業の推進

市営大岩田住宅屋上防水工事（4棟分）
市営大岩田住宅外壁塗装工事（3棟分）
市営西板谷住宅屋上防水工事（3棟分）
市営大岩田住宅屋上防水工事（2棟分）
市営大岩田住宅外壁塗装工事（3棟分）
市営西板谷住宅屋上防水工事（3棟分）
市営大岩田住宅外壁塗装工事（4棟分）
市営西板谷住宅屋上防水工事（3棟分）

住宅営繕課

土浦市公営住宅等の長寿命化

　現在管理している市営住宅等について，安全で快適な住ま
いを長期間にわたって確保するため，予防保全的な観点から
の修繕や改善の計画に基づき，長寿命化による更新コストの
削減と平準化を図る。

・耐久性向上・修繕周期の延長によるライフサイクルコストの縮
減

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-2-⑥ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3

3-3-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

民間活力の活用

　現在，土浦市消防本部署所再編検討委員会を実施中。
その提言を基に，今後の計画について検討を行う。

消防本部　総務課

消防署所再編事業の推進

　市内交通網など周辺環境の向上や，新消防庁舎移転による
署所の管轄の見直しを実施し，消防力の適正配置を図る。そ
のため，組織体制及び消防施設に関するスクラップ＆ビルド
を進める。
（現在の消防署所数：４消防署，１分署，１出張所）

　消防署所の配置を見直し，最小限の資源で，効率的かつ効
果的な体制の構築を図る。

行政経営課

公募型指定管理者制度の活用

　指定管理者制度の導入に当たっては，極力公募型指定管理
者制度を活用し，施設のあり方を検討しながら，施設管理の
効率化と経費削減を図る。

・公の施設の設置目的の効果的・効率的な達成
・公募施設の件数増（３件程度）
　※平成26年度末現在　指定管理採用施設数：３２件
　　　　　　　　　　　うち公募型　　　　：１２件

　・新規公募の検討，実施
　・指定期間が終了する施設のあり方検討
　　（参考）
　　　平成２８年度　新市営斎場の指定管理者を公募予定当初

計画

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

改革の項目
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-3-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

4

3-4-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

当初
計画

人事課

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

改革の項目

　具体的な実施スケジュール，導入手順等については，策定
中の「土浦市公立保育所民間活力導入実施計画」の中で検討
を進めている。

市民サービスの向上

　フレックスタイム制度やテレワークの部分活用の一部試行実施

　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　の導入

　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　の拡大検討

こども福祉課

公立保育所の民間活力導入

　現大綱の取組項目に位置付けている「公立保育所の運営方
針の検討」については，平成26年度に設置した「土浦市公立
保育所の運営のあり方検討委員会」による検討を行い，「公
立保育所の民間活力導入を図る」との結論を得た。
　平成27年度に実施計画を策定し，28年度から実施する予定
となっている。
　（現在の公立保育所数：１０）

・効率的な保育所運営
・官民双方長所の相乗効果による保育サービスの向上

　市民サービスの拡充を図るため，開館時間等の延長が必要
となる部署については，職員のローテーションを組んで時差
出勤を実施し，時間外勤務の発生を抑制する。
　また，職員のワークライフバランスの実現を図るため，国
や他自治体等の動向を調査しながら，フレックスタイム制度
等の導入について検討する。（「夏の生活スタイル変革（ゆ
う活）」やテレワークの部分活用に関する検討）

業務の多様化に対応した勤務形態の導入促進

　時差出勤の実施により，該当部署の時間外勤務を抑制する。
　①市民課　459時間／年（3時間×3人×51日間）
　②図書館　2,440時間／年（2時間×5人×244日間）
　③保育所　10,736時間／年（2時間×2人×11か所×244日間）

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-4-② 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-4-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

外国人市民への窓口対応と日常生活に必要な情報の充実

　市役所に来庁する外国人市民に対して，案内や手続き等を
スムーズに行うための多言語対応マニュアルを作成し，窓口
対応の充実を図る。
　また，日常生活に必要な情報を掲載したWeb版外国語ハン
ドブックを作成し，ホームページに公開することで情報の充
実を図るとともに生活ルール等に関する外国人市民の理解を
促進する。

建築指導課

指定道路台帳の整備

　平成１９年の建築基準法施行規則の改正により，特定行政
庁においては，指定道路に関する図面及び調書を作成，保存
することが義務化され，閲覧に供することが求められた。今
後は，平成２４年・２５年度に作成した指定道路図，指定道
路調書の精査確認作業を行いながら，インターネット等によ
る指定道路情報の開示を行う。

　指定道路図，調書の現地との確認作業を継続実施

　指定道路図，調書の現地との確認作業を継続して行い，イ
ンターネット閲覧システムの検討を行う

　インターネット等による指定道路情報の開示予定

市民活動課

事務の効率化による申請者等の利便性の向上を図り，建築確
認審査等の際に，指定道路に関する情報を迅速に把握できる
体制を整え，建築確認申請の審査等の円滑化を図る。

　・多言語対応マニュアルを作成・翻訳し，庁内ネットワーク
　に掲載
　・外国語ハンドブックを作成・翻訳し，ホームページに公開

・多言語対応マニュアルの作成
・Web版外国語ハンドブック

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画
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基本方針３　効率的・効果的な行政運営の確立

3-4-④ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3-4-⑤ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

図書館

図書館(本館）開館時間及び開館日数の拡大

　図書館利用者の利便性の向上を図るために，平成29年度開館予
定の新図書館整備に伴い，図書館(本館）の開館時間及び開館日数
を拡大する。
　(現行）
　開館時間：平日　　　　9時30分～19時
　　　　　　土・日・祝　9時30分～17時
　休館日　：月曜日・毎月第３木曜日・図書整理期間・年末
　　　　　　年始
　　　　　　（平成26年度開館日数：290日）

新図書館の開館時間：１日10時間以上
　　　　　開館日数：年間320日以上
を目標とし，市民の生涯学習の拠点となる図書館の充実を図
る

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

開館時間，休館日の検討

新図書館開館時（平成29年11月予定）から実施

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

生涯学習課

放課後の子どもの居場所作りの充実

　地域社会の中で放課後や週末等に，子どもたちが安心して健やかに育まれるよ
う，「放課後児童クラブ事業」と「放課後子供教室推進事業」を連携して実施す
る。
・放課後児童クラブ事業
　　共働き家庭などで昼間保護者が留守家庭の児童に対し，放課後に学校の余裕教室等を
　活用して，適切な遊び場，生活の場を与えて，児童の健全な育成を図る。
・放課後子供教室推進事業
　　すべての子どもを対象として，放課後に学校の施設を活用し，子どもたちに安全・安
　心な活動拠点を設け，地域の方々の参画を得て，子どもたちと共に勉学やスポーツ・文
　化活動，地域住民との交流活動等の取組を実施し，子どもたちが地域社会の中で健やか
　に育まれる環境づくりを推進する。

放課後子供教室の実施校の拡大を図り，併せて両事業の一体的運営を深めること
により，児童の健全な育成と安全な居場所作りを推進する。
【子供教室実施校
　平成27年度9校／19校(47%)→平成30年度11校／17校（65%)】

当初
計画

No.

これまでの９教室に加え１教室を追加し，１０校で実施する。

１０校→１１校で実施

１１校→１２校で実施
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基本方針４　機能的な組織づくりと人材育成

1

4-1-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

4-1-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

機能的な組織づくりと人材育成

効率的な組織・機構の構築

行政経営課

組織・機構の見直し

　新たに生じる行政課題や多様化する市民ニーズに的確かつ
迅速に対応するとともに，分野横断的な連携強化による円滑
な事務処理や広域連携等も視野に入れた組織の整理統合を進
めるため，引き続き組織・機構の見直しを行う。

組織・機構の最適化による事業効率の向上

No.

推 進 項 目

内 容

目 標 ・ 効 果

No.

推 進 項 目

　複数年の定員適正化計画の検討・策定

　計画に基づく任用

内 容

目標 ・ 効果

　効率的な組織体制の構築
　・少人数係の統廃合
　・重点施策推進のための組織の構築

人事課

当初
計画

定員管理の適正化

　社会情勢の変化や行政需要等の増加に柔軟に対応するため，毎年度
「職員増減・採用計画」を策定することにより，適正な定員管理の維持
に努める。
　また，中長期的な視点に立った効率的・効果的な行政運営を実現する
ため，複数年を計画期間とする定員適正化計画策定について検討する。
　さらに，現在実施している再任用職員，任期付採用職員，技術職の中
途採用など，様々な任用形態を継続して活用することにより，多様な人
材の確保を図る。
　併せて，非常勤職員等についても，職員数の適正化に努める。

職員数の適性化（平成27年4月1日現在　1,035人）

当初
計画

改革の項目

基本方針　４
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基本方針４　機能的な組織づくりと人材育成

4-1-③ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

2

4-2-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

消防本部　予防課

予防技術資格者の育成・予防業務の推進

　予防技術検定の合格者率を向上し，各所属において予防技術資格者を
適切に配置して，予防業務の推進を図る。特に立入検査及び違反処理の
執行体制，管理体制の整備を図り，計画的，効率的な立入検査を実施
し，違反防火対象物及び危険物施設等の違反是正のより一層の推進を図
る。
（予防技術資格者：予防業務については，消防用設備等の性能規定化，
違反処理の推進，危険物規制業務の増加，防火対象物点検報告制度の導
入などにより，より専門化・高度化が図られており，それらの負託に応
えるべき予防業務の専門家としての資格制度が創設された。）

予防技術検定の合格者率の向上
(H２６年度　６０％　→Ｈ３０年度　７０％）
※予防技術検定合格者/予防技術検定受験者×１００（％）

当初
計画

当初
計画

外郭団体等の見直し

　予防技術資格者による講習会や模擬試験を実施し，合格率
の向上を図る。

行政経営課

外郭団体の見直し

　市と密接な関連を有する外郭団体について，団体の設立趣
旨や今日的視点から求められる団体像を再確認し，今後の事
業展開と適切な組織について，基本方針に基づき見直しを行
う。
　市の適切な関与のもと，市民ニーズに的確に対応し，人材
育成や組織の活性化を図る。

・外郭団体見直し方針に基づく，組織の効率化・活性化

　各団体ごとに事業内容の見直しや人材育成を図り，組織活
性化・効率化を進める。

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果
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基本方針４　機能的な組織づくりと人材育成

4-2-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

3

4-3-① 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

行政経営課

ひとり１改善運動の充実強化

　ひとり1改善運動は，職員個々が身近な事務事業の改善を
行うことにより，行財政改革を自らの問題としてとらえる気
風と進んで創意工夫に取り組む職場を醸成し，事務の効率化
を推進して市民サービスの向上に資することを目的としてい
る。
　職員の積極的な提案を促すため，ひとり1改善運動の充実
強化を図り，事務改善に対する職場内の気運の醸成を図る。

・平成30年度までに提出率30％以上を目指す。

人材育成等の推進

１1団体を９団体に統合・合併を促進する。

１１団体を７団体に統合・合併を促進する。

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

当初
計画

当初
計画

農村整備課

土地改良区の統合・合併の促進

　市内に受益地を有する土地改良区１０団体に対し負担金を
交付している。
　組織運営や財政基盤の強化のため統合・合併を促進し，統
合・合併までの期間を支援することで，交付金の縮減を図
る。また，統合・合併ができない団体については，改めて交
付している負担金の見直しを行う。

統合・合併を促進し，平成３０年度までに団体数を縮減
　目標：現在１２団体→７団体

改革の項目

No.

推 進 項 目

内 容

　職員に対する働きかけや事例集等の公表により，平成30年
度までに提出率（提出数/運動対象職員数)=30%以上を目指
す。
（平成26年度提出率： 21.0％）
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基本方針４　機能的な組織づくりと人材育成

4-3-② 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

4-3-③ 所　　属 継続取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

人事課

職場内研修（ＯＪＴ）推進体制の確立による人材育成

　職場内研修（ＯＪＴ）は，業務に直結した実践的な教育を，
個々の職員に対して継続的に指導することができる最も効果的か
つ重要な人材育成の手法である。
　ＯＪＴの推進を図るため，階層別研修等の実施により，ＯＪＴ
リーダーを育成する。
　また，平成２６年度に策定した「ＯＪＴ推進マニュアル」を積
極的に活用し，周知・徹底を図ることにより，全庁的なＯＪＴの
推進体制の確立に努める。

　職員アンケートにおいて，１５％の職員が「ＯＪＴがとても機能して
いる」と回答することを目指す。
　平成２６年度時点：５％
　※勤務評定現任研修受講者１６５名【課長及びポスト係長】に対し実
施

当初
計画

当初
計画

　特定幹部職員である部長職及び非常勤職員等を除く全職員
に，目標管理制度を導入

　平成２４年度から，一部の階層について目標管理制度を導入し
ており，仕事の進め方を改善し，仕事の質を高めるとともに，職
員の能力開発と資質の向上を図っている。
　平成２８年度からは，目標管理制度の対象を原則として全職員
に拡大し，更なる人材育成の推進を図る。

目標管理制度の対象を全職員に拡大する。

No.

推 進 項 目

人事課

目標管理制度の着実な推進

　目標管理制度の運用

　ＯＪＴリーダー研修等の実施及び推進マニュアルの活用等
による全庁的なＯＪＴ推進体制の確立

内 容

目標 ・ 効果

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果
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基本方針４　機能的な組織づくりと人材育成

4-3-④ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

4-3-⑤ 所　　属 新規取組

平成28年度

平成29年度

平成30年度

人事課

育児休業取得職員や療養休暇取得職員の職場復帰支援の確立

　育児休業取得職員の円滑な職場復帰を支援するため，平成２７
年度中に育児休業中職員への対応マニュアルを作成し，復帰時の
ＯＪＴ研修の実施や育児休業中の情報提供（職場の状況や業務に
関連する情報）について，全庁的な統一を図る。
　また，心の健康問題等で休業している職員の円滑な職場復帰を
支援するため，安全衛生委員会における審議や，産業医等の助言
を受けながら，平成２７年度中に職場復帰支援プログラムを策定
し，平成２８年度から運用を開始する。

　育児休業や療養休暇を取得している職員の円滑な職場復帰

当初
計画

No.

推 進 項 目

内 容

目標 ・ 効果

　育児休業職員復職支援マニュアルの作成

　育児休業職員復職支援マニュアルに基づく職場復帰支援の実
施

当初
計画

人事課

人事評価制度の見直し

　平成１８年度から現行の勤務評定制度を実施しているが，地方
公務員法が一部改正され，全ての地方自治体において人事評価制
度の導入が義務付けられた。（平成２８年４月１日施行予定）
　それに伴い，平成２７年度中に現行制度を抜本的に見直し，平
成２８年度からの新制度運用開始を目指す。特に，目標管理型業
績評価を原則として全職員で実施することにより，業務の質の向
上や職員の能力向上に繋げていくとともに，評価結果を各職員へ
フィードバックするなどの方法により，より透明性・公平性の高
い人事評価制度を構築する。

人事評価制度の見直しによる人材育成の推進

目標 ・ 効果

　新人事評価制度の運用開始

　新人事評価制度の運用

No.

推 進 項 目

内 容
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